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Ⅰ．P波マグニチュードの推定精度の改善策 

 

1. P 波による M推定式（P波 M式）の改善 

P 波 Mの結果に問題があった事例として、2008 年 5 月 8日 茨城県沖（M7.0）

の地震がある。この地震の P 波部分は紡錘形、すなわち、立ち上がりがゆる

やかな形状をしており、P波 Mの推定が過小となった。このため、警報の発表

が地震検知から約 1 分後と遅れ、全ての警報対象地域において警報が主要動

の到達に間に合わなかった。 

しかし、P波部分の立ち上がりはゆるやかではあったが、時間経過とともに

P波部分の振幅そのものは成長している。そこで、まず P波 M式の推定精度自

体を再点検することとした。また、茨城県沖の地震のように沿岸から離れた

海域で発生した地震に対する震源の深さ固定による補正の検討も行った。 

 

1.1 P 波 M 式の改良 

   現在、緊急地震速報で使用している P波 Mの式は以下のとおりである。 

 

M= log(A) + log(Δ) + 4.4E-4*Δ + 2.0E-4*D + 2.4 

 

  A は P 波最大振幅（10μm 単位）、Δは震央距離（km）、Dは震源の深さ（km）

である。式は有効数字 2桁で表記した（以下の式についても同様）。 

先に示した茨城県沖の地震の

場合、波形に特殊性があり P波 M

の成長が遅かったという問題は

あった。しかし、P波振幅自体は

時間経過とともに成長しており、

P波Mの過小評価を波形の特殊性

だけに押し付けるのは無理があ

る。そこで、現行の P 波 M 式を

再点検した。データは現行の P

波 M 式の導出に用いたもので、

1994年 7月から2005年 3月まで

の M5.0 以上の 458 地震について、

3成分合成変位波形を作成し、人

が P 波部分と S 波以降の最大振

幅を読み取ったものである。こ
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図１－１ 現行 P 波 M 式の導出に用いたデー
タ（1994 年７月～2005 年 3 月、M≧5.0）
のフィッティング状況 

  （ピンクのプロットは M ごとの平均値）

予測 M － 一元化 M 

一元化 M 
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こでは、そのうちの深さ 150km 以浅の 389 地震を用いた。 

   図１－１は上記データを用いて、現行の P 波 M 式による予測 M と一元化

処理によって得られた M（一元化 M）との差を比較したものである。現行の

P波 M式には、Mが大きくなるにつれてより過小傾向となるような M依存性

があることがわかった。また、距離依存性や震源の深さに対する依存性も

残っていることが確認できた。加えて、現行式は距離減衰項として震央距

離を用いており、震源が観測点に近い場合に震源の深さによって M を適切

に調整できない。よって、上記依存性を除去し、距離減衰項として震源距

離を用いた以下の式を提案する。 

 

   0.72*M＝ log(A) ＋ 1.2*log(R) ＋ 5.0E-4*R － 5.0E-3*D ＋ 0.46   

 

 ここで、Aは P波最大振幅（10

μm 単位）、R は震源距離（km）、

Dは震源の深さ（km）である。新

P波 M式は、現行式の M依存性を

解消する結果を得られた（図１

－２）。また、震央距離、震源距

離、震源の深さについてもほぼ

依存性がないことを確認してい

る。なお、第 2 項は幾何減衰、

第 3 項は Q の効果、第 4 項は深

い地震になるほどプレート内地

震（応力降下量が大きいために

同じ M に対してプレート境界の

地震より振幅が大きく出る）の

割合が増えることを考慮した補正項である。第 4 項はある程度までは適切

な補正量を与えるが、深くなるほど M を小さくしてしまい現実に合わなく

なる。このため、ある深さで頭打ちとする必要があるが、ここでは、深さ

を 10km ずつずらして平均二乗偏差（RMS）の状況を確認し、その深さを 100km

とした。    

   図１－３は新 P 波 M 式を実際の緊急地震速報のデータに適用した結果で

ある。実際のデータでも新 P 波 M 式は M 依存性をほぼ解消できていること

がわかる。 
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図１－２ 新 P 波 M 式のフィッティング結果
（1994 年７月～2005 年 3 月、M≧5.0） 

  （ピンクのプロットは M ごとの平均値）
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1.2 具体例による検討 

  緊急地震速報の一般提供開始以降の M6.0 以上の地震のうち、データが十

分にあるものについて、適用結果を見てみた(表１－１)。この程度の大き
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図１－３ 現行式(左)と新 P 波 M 式（右）を 緊急地震速報による実際の P 波最大振幅に

あてはめた結果（2004 年 5 月～2007 年 12 月＋2008 年の警報発表事例） 
   （赤のプロットは、M ごとの平均値を表す） 

震央等 深さ M 現行式 新P波M式
新P波M式

（深さ10km固定）

2008.6.14　岩手宮城内陸地震 7km 7.2 6.94 7.45 ―

2008.12.4　三陸沖 24km 6.1 5.83 5.85 5.94

2008.7.21　福島県沖 27km 6.1 6.16 6.29 6.40

2008.9.11　十勝沖 30km 7.1 6.86 7.22 7.34

2008.7.19　福島県沖 31km 6.9 6.61 6.87 7.01

2007.11.26　福島県沖 44ｋｍ 6.1 5.78 5.64 5.84

2008.7.8　沖縄本島近海 45km 6.1 5.70 5.54 5.72

2008.5.8　茨城県沖 50km 7.0 6.41 6.49 6.74

2008.5.8　茨城県沖 60km 6.4 6.02 5.89 6.20

2008.7.24　岩手県沿岸北部 108km 6.8 6.73 6.72 ―

 
表１－１ 最近の M6.0 以上の地震に新 P 波 M 式をあてはめた結果 

（M の値は観測点 M の平均）  （●は陸域の地震である。地震は、深さ順に
並べ、P 波 M の成長が遅かった茨城県沖をハッチした。また、海域の地震で
新 P 波 M 式でもなお過小評価となるものを赤枠で囲んだ） 

● 

● 
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さの地震について、現行の P 波 M 式はやや過小になり、新 P 波 M 式はより

適切な値となることが期待される。結果は、内陸については浅い地震、深

い地震とも新 P 波 M 式は所期の結果を得た。海域の地震については、深さ

30km 程度までの浅い地震はおおむね良好であった。海域の深さ 40～60km 程

度となっている地震については、問題となった茨城県沖の地震は若干の改

善となったものの、全般に期待よりも小さい M となった。ただし、沿岸か

ら離れた海域の地震については、一元化震源の深さ精度そのものにも問題

がある。また、検討した地震は、その発生位置からも海洋プレートの浅い

地震と考えたほうが素直である。この結果は新 P 波 M の適合性の悪さを示

すものではない可能性が高い。 

 

  1.3 震源の深さ固定領域 

   上記の結果をうけて、表１－１には、海域の震源について深さ 10km に固

定した結果もあわせて示した。その結果は、いずれも P 波 M で各地震の M

をより適切に（または十分に）表現することができている。このことから、

一元化震源の深さ精度が良くない海域について、震源の深さ固定を検討し

た。 

   震源の深さ固定をする領域は、図１－４に示す領域を考えている（ただ

し、多少の調整が必要と考えている）。図１－３に示した緊急地震速報の実

データについて、図１－４の領域に該当する地震に適用してみた。その結

果を図１－５に示す。検討の結果は、太平洋側などの海域については深さ

固定の導入がより良いと判

断した。 

図１－６は、新 P 波 M 式

のみ場合と、図１－５に示

した深さ固定の結果を含む

場合を、比較した結果であ

る。M4.0 以上の地震につい

ての M の残差に関する RMS

は前者が 0.407、後者が

0.404 で、深さ固定と地域

補正を適用した新 P 式でよ

り改善することがわかった。 

以上により、深さ固定領

域を含む新 P 波 M 式の導入

を行うこととしたい。 

 関東及び 
島しょ部を除く

図１－４ 深さ固定を導入する領域（赤いハッチ領
域）（プロットは表１に示した地震である） 
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なお、南西諸島など島しょ部については、観測点からの震央距離が近い

場合もあり、単純な深さ固定は震度の過大評価につながる恐れもある。こ

のため、海域の地震のうち、島しょ部については引き続き検討したい。 
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図１－６ 新 P 波 M 式（左）と 深さ固定＋地域限定式含む新 P 波 M 式(右)を 緊急地
震速報による実際の P 波最大振幅にあてはめた結果（2004 年 5 月～2007 年 12 月＋
2008 年の警報発表事例）   （赤のプロットは、M ごとの平均値を表す） 

M 残差（M≧4.0）の
RMS：0.407

M 残差（M≧4.0）の
RMS：0.404 
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図１－５ 深さ固定領域に入る地震の適用前と適用後の比較（2004 年 5 月～2007 年
12 月＋2008 年の警報発表事例） （赤のプロットは、M ごとの平均値を表す）
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2 M の平均処理の変更 
 

2.1 中央値の採用 

緊急地震速報のマグニチュード計算は、最大で５点の観測点 M を用いて

行われる。通常は、平均をとるが、標準偏差が 0.35 を超える場合、平均か

ら最も離れた値を除いて再度平均する。ばらつきが大きい場合は、この処

理を繰り返す。これらは、一元化処理の M計算の手法と同等である。 

しかしながら、緊急地震速報は最大観測点数が５点に限られ、そのばら

つきによって実質３点以下になることも多い。２点以上のM計算の手法は、

現行では以下のとおりである。 

 

    ●２点処理：平均をとる。ただし、両者の差が 0.5 以上ある場合には

大きい方をとる。 

●３点処理：平均をとる。ただし、標準偏差が 0.35 を超える場合は、

平均値から最も外れたものを除き、２点処理を行う。 

●４点処理：平均をとる。ただし、標準偏差が 0.35 を超える場合は、

平均値から最も外れたものを除き、３点処理を行う。 

●５点処理：平均をとる。ただし、標準偏差が 0.35 を超える場合は、

平均値から最も外れたものを除き、４点処理を行う。 

 

現行の方法は、２点の観測点 M の一方が成長しきらず過小評価のときに

より適切な M を救える可能性はある。しかし、Ｐ波 M 推定における S 波の

混入や、ノイズ等による過大な M が推定されてしまった場合には、そのよ

うな外れ値そのものが採用されてしまう。 

そこで、M推定式の改善によって、M推定の精度が現行より上がることを

前提に、２、３点による M の平均化の方法について、以下のように変更し

たい。 

 

    ●２点処理：２点の中央値（すなわち平均）をとる。    

●３点処理：中央値をとる。 

 

2.2 期待される効果 

２点の場合については、外れ値そのものを採用することはなくなる。P波

M推定式の決定に使用したデータを用いて模擬データを作成し、２点の場合

について、その効果を見たのが図２－１である。データを作成するに当た

っては、ひとつのイベントに対して震央距離の近いほうから 5 点の観測点
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を抽出し、観測点 M の最大と最小をあえて選んだ。予測 M は新 P 波 M の値

である。現行の方法は、大きく外れた M を採用しているケースが多くある

が、新たな方法では影響が明らかに小さいことがわかる。 

３点の場合は、外れ値が１つ混入したとすると、現在の方法は平均なの
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図２－１ 新旧の M 代表値の結果（２点の場合）
      左：現行方式  右：変更後 
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図２－２ 新旧の M 代表値の結果（３点の場合）
      左：現行方式  右：変更後 
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でその影響を受ける。それに対し中央値の場合は影響を受けない。図２－

２は図２－１と同じデータを用いて模擬データを作って結果を見たもので

ある。3点の観測点は震央距離が近い３点を選んだ。3点処理の場合はほと

んど見た目の差がないが、中央値をとったほうが M の残差の RMS が若干小

さくなり、現行は 0.429、中央値が 0.422 であった。 

なお、現行の方法ではデータのばらつきが大きいときに外れ値を除去す

る仕組みがあるが、このときは残りの２点の平均となるので中央値よりも

逆に小さくなる。つまり、現在の手法はデータのバランスによって代表値

の変動が大きく不安定である。 
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3 P 波 M 計算への S波混入の防止策 

 

3.1 P 波 M 式に適用する P波最大振幅をとる範囲 

   P 波 M 式に適用する最大振幅は、P 波の成長を考えれば、S 波の直前まで

でとるべきである。これは、図３－１に示したように 2008 年５月 8日の茨

城県沖の地震（M7.0 ）の波形を見ればあきらかであろう。しかし、緊急地

震速報は短時間に少ない観測点のデータで震源を決定しなければならず、

震源に通常よりも大きな誤差を伴うことがある。このため、現在は推定さ

れる震源による理論 S-P 時間に 0.7 の係数をかけた時間（図中における S

波と P 波の間のピンク色の線）までの最大振幅値を P 波最大振幅としてい

る。 

2008 年 4 月 28 日の宮古島近海の地震（M5.2）においては、震源誤差が大

きく、図３－２に示したように、推定した震源の S-P 時間の 7 割の時間内

図３－１ 2008 年５月 8 日の茨城県沖の地震（M7.0）の波形と理論 P、S の位置
     緊急地震速報では S-P 時間の 7 割（ピンクの点線まで）の範囲で P 波

最大振幅をとる 

銚子天王台 

茨城八郷 

千葉長柄 

栃木塩原 

P波 S波 

01 4501 45 01 46 01 46 01 4601 46 01 46 01 4601 45

P 波の振幅が成長している 

警報発表

01:45:50 01:45:40 01:46:00 01:46:10 01:46:30 01:46:20 01:46:40 01:46:50 01:45:30 

理論Ｓ－Ｐ×0.7 
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に S波が混入してしまった。このため、M5.2 の地震に対し M6.9 と過大に推

定した。この結果、警報の空振りにつながった。また、Mが過大であったこ

とから強い揺れを広域に見積もり、遠方の地域の震度を過大に予想した。 

 

  3.2 S 波混入の実際 

   2007 年 10 月から 2008 年 9 月までに発表された緊急地震速報のうち、複

数の観測点による情報が出た 575 件について、実際の緊急地震速報の処理

結果を用いて、S波混入の割合がどの程度存在するかを調査した。調査方法

は、以下のとおりである。まず、各地震について、一元化震源位置から近

い観測点を５点ずつ選出し、理論 S-P 時間を算出した。次に、最初に出た

複数観測点による情報の推定震源位置における理論 S-P 時間を算出し、そ

れに調整係数として 0.5 から 0.8 程度をかけ、一元化震源による理論 S-P

時間との比をとった。すなわち、この比の値が 1.0 以上になるときには S

波が混入する。 

   陸域、海域、南西諸島について地震をわけて結果を示したのが、図３－

３である。 

警報発表時の推

定震源位置による

理論Ｓ波時刻 

理論Ｓ－Ｐ×0.7 

図３－２ 2008 年 4 月 28 日の宮古島近海の地震（M5.2）で P 波部分と推定した
時間内に S 波が混入した事例 （宮古島と沖縄城辺での混入） 
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係数）／（一元化震源の S－P時間） の
度数分布 

 
（2007 年 10 月から 2008 年 9 月までに発表
された緊急地震速報のうち、複数の観測点
による情報が出た 575 件について、一元化
震源位置から近い観測点を５点ずつ選出し
て調査） 
 
（比が 1.0 以上となる赤線より右側のもの
が、実際の処理でＳ波の混入となるもので
ある。） 
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図３－３を見ると、陸域の地震では係数 0.7 でほぼＳ波の混入を防ぐこ

とができている。一方、海域については、4%程度ではあるが混入が有意に

現れてくる。特に震源精度の悪い南西諸島については S 波混入が顕著に現

れ、約 23％にもなった。したがって、係数 0.7 を使うことは震源精度の劣

る島しょ部では特に危険であることがわかる。しかし、単に係数を小さく

すればよいかというと、図３－１のような波形に対して P 波 M の成長を阻

害する可能性が大きくなってくる。例えば、理論 S-P 時間×0.5 とすると、

陸域、海域の地震にはほぼ S波の混入はなくなるが、震源の誤差によって、

実際には S-P×0.4 以下のさらに短い時間になるケースが増え、M の成長が

反映されないという弊害が出てくる。 

そこで、次に示す新たな S波混入防止策を提案する。 

 

  3.3 S 波混入防止策の概要 

提示する新しい方法は S 波が P 波よりも経験的に大きいという事実に基

づいて、これまでの方法を改良するものである。P波最大振幅を求める新た

な手法の概要は以下のとおりで、図３－４に最大振幅の推移を模式図で示

す。 

 

   ① 最大振幅読取時刻 ＜ 理論 S-P 時間×0.5 のとき 

       最大振幅値を P波最大振幅とする 

    

② 理論 S-P 時間×0.5 ≦ 最大振幅読取時刻 ≦ 理論 S-P 時間×0.7 

       最大振幅値を P 波最大振幅とする。ただし、前後のデータの最

大振幅比が 2倍以上ある場合は、前の値をP波最大振幅とする。

（この処理は、最新のデータからさかのぼって、最初に上記条

件が現れたところで打ち切る。また、さかのぼるのは理論 S-P

時間×0.5 まをで） 

 

   ③ 理論 S-P 時間×0.7 ＜ 最大振幅読取時刻 

       ①あるいは②の最大振幅値を保持する 

 

 ○○の部分は、パラメータとして可変とする。図３－３によれば、S-P

時間に係る小さい係数は、南西諸島で６％程度の S 波混入があるが、海域

の地震について、ほとんど S波の混入がない。これ以上小さくすることは P

波振幅の成長を S波と誤処理する可能性も出てくるので、0.5 としたい。大

きい方の係数は、0.8 も考えたが、陸域の地震にも多少 S波の混入が始まる
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図３－５ Ｓ波最大振幅／Ｐ波最大振幅  の度数分布
（データは 1994 年７月～2005 年 3 月、M≧5.0） 

ので、現状と同じ 0.7 とする。振幅比については、小さくすれば P 波の成

長を S と誤り、大きくすれば S 波混入を見逃すので、設定には注意が必要

である。 

 図３－５に、３成分合成波形の P 波最大振幅と S 波以降の最大振幅の比

をヒストグラムにした。M5.0 以上の地震の 72％は振幅比が 2倍以上で、M6.0

にすると 83％となる。2倍以上に設定にすれば７、８割の地震については S

波の混入を阻止できる可能性が出てくるので、振幅比の設定は 2 倍とした

図３－４ S 波混入防止策を導入した場合に期待される P 波最大振幅の推移例
   （図中の○数字は、その時点でどのデータの P 波最大振幅値が採用される

かを示したもの。S 波混入の振幅比の閾値は 2 倍とした） 
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表３－１ 2008 年４月 28 日の宮古島近海の地震（M5.2）に対する S 波混入防止策の適
用結果  （観測点 M の値は現行の P 波 M 式による） 
 （青く塗りつぶした部分の最大振幅に対して、S 波混入防止策が適用され、

赤く塗りつぶしたものは S 波が混入した） 

い。なお、振幅が 2倍になると新 P波 M式では Mの値にして前後で 0.42 大

きくなるような振幅が混入した場合に相当する。 

 

3.4 具体例による効果 

先に述べた宮古島近海の地震においては、宮古島２、沖縄城辺の観測点

において、P 波 M に S 波が混入した。この地震は M5.2 であったが、最大で

M6.9 を予測して警報を出し、結果的に「空振り」となっている。このケー

スに S 波混入防止策を適用した結果を表３－１に示す。表の上から下に向

かって観測点から気象庁へ毎秒送信されるデータが時間順に並んでいる。

実際は同じ値のデータが複数送られてくるが、その場合は1つだけ示した。

観測点 Mは現行の P波 M式による。 

   S 波混入防止策を適用した観測点 Mは、宮古島２、沖縄城辺のいずれも現

行の観測点 M より小さな値に抑えることができていることがわかる。沖縄

城辺に関しては S 波の混入を防ぐことができた。宮古島２に関しては、閾

値を超える振幅比のデータが続いたため、S波混入を完全に防ぐことはでき

なかったが、それでも M7.0 を M6.6 までに抑えられた。なお、この地震に

おける警報発表時の M6.9 の評価は、宮古島２の M7.0 と沖縄城辺の M6.8 の

2点平均である。S波混入の防止策を講じるとこれらはM6.6とM5.8となり、

その平均は M6.2 となる。 

 

 

 

 

最大振幅 
観測

点 

推定 

S-P 時間 

S-P 

×0.5 

S-P 

×0.7 
読み取り

時間 
振幅値 振幅比

現行 

観測点 M 

新手法 

観測点 M

3.35  731  － 6.0  6.0  

4.49  2758 3.77  6.6  6.0  
宮古

島２ 
7.81 3.91  5.47 

5.15  7215 2.62  7.0  6.6  

 

最大振幅 
観測

点 

推定 

S-P 時間 

S-P 

×0.5 

S-P 

×0.7 
読み取り

時間 
振幅値 振幅比

現行 

観測点 M 

新手法 

観測点 M

1.05  398  － 5.8 5.8 

5.71  2128 5.35  6.6 5.8 
沖縄

城辺 
8.94 4.47  6.26 

6.07  3704 1.74  6.8 5.8 
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4 「新 P波 M式」、「Mの平均処理」、「S波混入の防止策」を適用した効果 

2008 年５月 8 日の茨城県沖の地震と 2008 年４月 28 日の宮古島近海の地震

を例に、どのように改善されるかを検証した。 

 

4.1 2008 年 5 月 8 日 茨城県沖の地震（M7.0） 

  この地震について、実際の緊急地震速報処理による予測Mと予測震度と、

提案した手法を用いた結果との比較結果を図４－１に示す。 

新手法による Mの予測結果は、地震検知からおよそ 20 秒で M6.7 まで達し

ており、改善の効果が現れている。このときの予測最大震度は 4.3 となる。

ちなみにこの地震の緊急 Mは 6.7 であった、新方式も結果的に最終報で最大

予測震度が 4.5 なったが、早い段階でほぼ期待通りの結果が得られている。 

   

4.2 2008 年 4 月 28 日 宮古島近海の地震（M5.2） 

   この地震では、震源精度が悪かったために P 波 M 計算に S 波が混入し、
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図４－１ 2008 年 5 月 8 日 茨城県沖の地震（M7.0）の 現行手法と新手法による
予測 M（左上）と最大予測震度（右上）の推移 （ 左上図中の M２点、M5
点は M 計算に使った観測点数） 
下図は、上図のプロット順の震央位置と震源の深さ
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地震の規模を過大評価して、最大震度４の地震に対して警報を発表した。

新手法を適用した結果では、宮古島２観測点では 1 回目の S 波混入は防ぐ

ことができたが、2回連続で閾値を超える振幅増加があったため、そのとき

には S 波の混入となった。しかし、現状の結果よりもより小さい振幅の時

点での S 波混入に抑えることができている。また、沖縄城辺観測点でも現

状手法では S波が混入したが、これは防ぐことができた。 

   図４－２に予測 M と予測震度の推移を示したが、新手法は、宮古島２に

おける S 波混入時点で多少 M が大きくなっているが、最大震度は４までに

抑えることができた。 

震源の位置を大きく外した宮古島近海の地震に対して、S波混入防止策が

有効に働き、過大に評価した M を小さく抑えられることが確認できた。し

かし、それでもなお、震源精度が悪いため、Mはやや大きめに決まっている。

図４－３に震源位置を一元化震源に固定した場合を示す。より精度の良い

予測を行うには、震源精度を高めることが必要である（島しょ部の震源精

度向上の取り組みについてはⅡの第３節で述べる）。 

図４－２ 2008年４月 28日 宮古島近海の地
震（M5.2）の 現行手法と新手法によ
る予測 M（左上)と最大予測震度（右
上）の推移 
 
 は宮古島２で P波 Mに S波が混入、
は宮古島２と沖縄城辺で S 波混入 

 
下図は、上図のプロット順の震央位置
と震源の深さ 
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図４－３ 2008 年４月 28 日 宮古島近海の地震（M5.2）の 現行手法と新手法によ
る予測 M（左）と最大予測震度（右）の推移 （震源位置を一元化震源に固
定した場合）  
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Ⅱ．他の技術的事項についての検討状況 

 

 1．S 波によるマグニチュード改善への取り組み 

 

1.1 S 波による M推定式（全相 M式）の改善 

緊急地震速報には、P波 M式のほか、S波以降の最大振幅を使って Mを推

定する全相 M式がある。現行の全相 M式は以下のとおりである。 

 

M= logA + logΔ + 1.1E-3*Δ + 7.0E-4*D + 1.8 

 

ここで、A は最大振幅（10μm 単位）、Δは震央距離（km）、D は震源の深

さ（km）である。全相 M についても P 波 M 式と同様に、震源距離の式に変

更・改善するべく取り組む。 

 

まず、全相 M 式の導出に用いたデータのフィッティングの結果を再点検

した。結果を図１－１に示す。P波 M式のケースに見られたような M依存性

がほとんどみられず、現行の全相 M式に問題はないように見える。 

 しかし、全相 M式を、実際の緊急地震速報の処理結果に当てはめてみると

状況は異なる。それを図１－２に示す。Mの小さい部分にはノイズが含まれ

るとしても、M4 以上の部分には、P波 Mと同様な M依存性がはっきりと確認

できる。 

図１－１の結果は、現行の全

相 M 式導出に用いたデータで

は、図１－２に見られる実際の

処理結果に現れる M 依存性を

取りきれないということを示

唆する（実際に新たな式の導出

を試みたが、M依存性を取りき

れなかった）。この結果は、気

象庁Ｍの最大振幅がＳ相より

さらに後続の表面波部分であ

ることが多く、現行の全相 M

式導出に用いたデータも同様

なのに対し、緊急地震速報の全

相Ｍは時間的制約から主にＳ
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図１－１ 現行の全相 M 式の導出に用いたデ
ータ（1994 年７月～2005 年 3 月、M≧
5.0）のフィッティング状況 

  （ピンクのプロットは M ごとの平均値）

予測 M － 一元化 M 

一元化 M 



 19

相部分で算出され、大きな地震の場合は最大振幅が小さめにでることによる

と推測される。そこで、経験式導出に用いるデータを、P 波時刻から 60 秒

以内の最大振幅に限定した。もちろん P波時刻から 60 秒以内に S 波が到達

していない場合は使用していない。60 秒に限定したのは、緊急地震速報の

一般提供開始（2008 年 10 月 1 日 09 時）以降における震度４以上を観測し

た地震の緊急地震速報の最終報の約 8 割が、60 秒以内に出ていることによ

る。つまり、これは実際の緊急地

震速報の処理状況により近い最

大振幅になるはずである。 

 このデータに現行の全相 M式を

当てはめてみると予想通り M依存

性が見えてくる（図１－３）。こ

のデータは震央距離が遠くなる

につれて、S 波以降の最大振幅を

とる時間幅が短くなる。したがっ

て、近い観測点には真の最大振幅

を与えるが、遠い観測点の最大振

幅は小さめに調整される場合が

ある。特に Mの大きな地震につい

ては、遠い観測点のデータが増え

るのでこの効果が現れやすい。こ

のデータを使って全相 M式の改善
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図１－３ P 波到達から 60 秒以内の最大振幅
を用いたときの現行式のフィッティン
グ状況 

（1994 年７月～2005 年 3 月、M≧5.0） 
  （ピンクのプロットは M ごとの平均値）

予測 M － 一元化 M 

一元化 M 
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図１－２ 現行の全相 M 式を緊急地震速報による実際の最大
振幅にあてはめた結果（2004 年 5 月～2007 年 12 月） 

  （ピンクのプロットは M ごとの平均値） 

予測 M － 一元化 M 

一元化 M 
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を試みる。 

   上記のデータを用いて、次の式   を導出した。 

 

   0.87*M= log(A)＋1.0*log(R)＋1.9E-3*R－5.0e-3*D＋0.98 

 

ここで、Aは P波最大振幅（10μm 単位）、Rは震源距離（km）、Dは震源の

深さ（km）である。第 4項については、新 P波 M式の場合と同じ理由から、

新 P 波 M 式と同じく深さ 100km までで頭打ちとした。フィッティング結果

を図１－４に示す。 

この新全相 M 式を、図１－２

と同じデータに適用した結果が

図１－５である。M依存性がほぼ

解消されている。 

新全相 M は、先に述べたよう

に P波到達から 60秒以内におけ

る S 波以降の最大振幅（以下、

60 秒最大振幅と言う）を用いて

いる。このため、海域の遠い地

震は過小評価する恐れがある。

そのような可能性のある地震と

して、新全相 M 式導出に用いた

データのうち、最も近い観測点

から 60 秒最大振幅値が、最終的
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図１－５ 新全相 M 式を緊急地震速報による実際の最大振幅
にあてはめた結果（2004 年 5 月～2007 年 12 月） 

   （ピンクのプロットは M ごとの平均値） 

予測 M － 一元化 M 

一元化 M 
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図１－４ P 波到達から 60 秒以内の最大振幅
を用いた新全相 M 式のフィッティング結果 

（1994 年７月～2005 年 3 月、M≧5.0） 
  （ピンクのプロットは M ごとの平均値）

予測 M － 一元化 M 

一元化 M 
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な最大振幅値より小さい地震を抜

き出した。それが図１－６である。 

これらの地震について、現行の全

相 Mと新全相 Mを適用した結果を図

１－７に示す。M8.2 の北海道東方沖

地震（1994 年 10 月 4 日）と M7.6 の

三陸はるか沖地震（1994 年 12 月 28

日）については、この Mの地震のデ

ータがこれらしかないので、新全相

M式では、適切なMとなっているが、

それら以外の M6から M7程度の地震

は、ある程度の改善は見られるもの

の、全体的に過小評価を改善しきれ

ていないようにも見える。 

以上より、新全相 Mは 60 秒最大振幅を利用することによって、緊急地震速

報の実際の結果に見られた M依存性を改善するが、真の最大振幅が 60 秒最大

振幅より後にあるような地震については、やや過小評価が残っているように

見える。Mの評価については、津波予報との関連もあるので、沖合の地震で震

度が大きくない地震であっても精度を保持することが必要である。新全相 M

は、この点について課題を残しており、引き続き慎重に検討を続けたい。ま

た、P波 M同様、深さ固定についても検討を進めたい。 

図１－６ 新全相 M が過小評価する恐れ
のある地震 
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予測 M － 一元化 M 
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予測 M － 一元化 M 
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図１－７ 沿岸から離れた海域の地震（図１－６に示した地震）の、現行の全相 M 式
（左）と新全相 M 式（右）のフィッティング状況の比較 
（P 波到達から 60 秒以内における S 波以降の最大振幅による） 
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1.2 S 波によるマグニチュードの観測点補正値の検討 

（１）S波による Mの観測点補正値 

M の観測点補正については、観測点 Mの系統的なずれの量を統計的に見積

もり、補正値とするのが簡便かつ有効な手段である。緊急地震速報のＰ波 M、

全相 M についても、同様に実際の処理結果を用いて統計的処理を行うこと

がひとつのやり方と考えられる。しかし、緊急地震速報の実際のデータで

は得られるサンプルはどうしても限られてしまう。 

そこで、長期間にわたって、全国くまなくデータが得られる一元化処理

結果によって補正値を計算し、それを緊急地震速報の処理に適用できるか

どうかを試みた。具体的には、観測点ごとに一元化処理による最大振幅デ

ータによる観測点 Mと気象庁 M（一元化 M）との平均的な差を求め、それを

補正値とする。 

一元化処理結果から観測点補正値を算出する方法は以下のとおりである。

すなわち、1998 年～2007 年までの一元化検測値ファイルから変位振幅のあ

るデータを抜き出し（98,809 個）下記条件を満たすデータについて 気象

庁 Mと観測点 Mの差の平均を観測点補正値とする。 

 

 ・ 距離： 各地震について、坪井の式で 50μm 相当の振幅が出現すると想

定される距離まで 

・ 規模： 観測点 M 4.0 以上 

・ 振幅値： 50μm 以上 

・ 震源の深さ： 150km 以浅 

・ サンプル数： 上記を満たすデータが一観測点につき 30 個以上 

 

上記の条件で補正値を求

めた結果、緊急地震速報に

対応した気象庁の観測点

203 点中 173 点の値を求め

ることができた。図１－８

にその値の分布を示す。一

元化処理における観測点 M

の計算には、水平 2 成分の

それぞれの最大振幅を合成

した値を用いている。一方、

緊急地震速報処理では、3図１－８ 一元化処の最大振幅データから求めた観
測点補正値の分布 

補正値の分布
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成分合成波形の最大振幅値を用いており、最大振幅の求め方が異なっている。

このため、まずは一元化処理結果から求めた観測点補正値が、緊急地震速報

の全相 Mに有効かどうかを調べた。 

ここでは、新全相 M式の導出に用いた、1994 年７月から 2005 年 3 月まで

の M≧5.0 の地震の 3成分合成波形最大振幅値を利用した。このデータに補

正値を当てはめたときの、M残差の RMS の値を見たところ、補正値は効果が

あることがわかった（表１－１）。 

 

   

 

 

 

 

 

 

   次に、実際の緊急地震速報の処理データ（2004 年 5 月～2007 年 12 月）

に対して当てはめてみた。結果を図１－９に示す。補正値を適用した結果

は、全体のばらつきが小さくなっていることがわかる。M4.0 以上について、

予測 Mと気象庁 Mの差の RMS を計算すると、補正なしは 0.319、補正ありは

0.309 となった。 

新全相Ｍ式 

補正なし 補正あり 

補正あり 

補正値×

1.15 

0.301  0.278  0.281  

表１－１ 新全相 M 式に観測点補正値を適用したときの、M 残差の RMS 

注）
補正値×1.15 については、補

正値を求めた一元化 M の式の 
log（A）の係数が 1 であるのに
対して、新全相 M 式は 1.15×
log（A）となることから、補正
値にも同様の係数をかけたもの
である。 
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Ｍ
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図１－９ 緊急地震速報による実際の最大振幅データ（2004 年 5 月～2007 年 12 月）
に新全相 M をあてはめた結果（左）と それに観測点補正値を適用した結
果（右） 

M 残差（M≧4.0）
の RMS：0.319

M 残差（M≧4.0）
の RMS：0.309 
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以上、全相 M に対しては、一元化処理データに基づく補正値は有効であ

ることがわかったので、新全相 M式を決定した後に導入を進めたい。 

 

（2） P 波への適用についての検討 

上記の補正値について、新 P 波 M に対しても適用可能かどうかを確かめ

てみた。表１－２は、新 P 波 M 式に対して補正値を適用した結果である。

結果は、補正値による効果が見られなかった。新 P 波 M は log(A)に対して

1.39 の係数がかかるので、補正値に 1.39 倍した場合も試してみたが、さら

に結果は悪くなってしまった。 

各観測点の S 波の増幅特性を P 波に適用しても効果がないことがわかっ

たので、P波については、緊急地震速報の処理結果の蓄積を待って、実際の

データから観測点補正値を求めることを検討していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新Ｐ波Ｍ式 

補正なし 補正あり 

補正あり 

補正値×

1.39 

0.342  0.348  0.367  

表１－２ 新 P 波 M 式に観測点補正値を適用したときの、M 残差の RMS 

注）
補正値×1.39 については、補

正値を求めた一元化 M の式の 
log（A）の係数が 1 であるのに対
して、新 P 波 M 式は 1.39×log
（A）となることから、補正値に
も同様の係数をかけたものであ
る。
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２．震度予測精度の向上への取り組み 

 

2.1 深い地震の震度推定精度の向上 

（独）防災科学技術研究所の森川他(2006)*による手法を利用し、深い地震

の震度予測精度の向上を図る。2008 年 7 月 24 日の岩手県沿岸北部の地震

（108km）、および、平成５年(1993 年)釧路沖地震（1 月 15 日、100km）に適

用した例を図２－１に示す。前者は最大震度 6 弱の観測に対して、現行手法

では 5 弱を予測した。森川他の手法を用いた結果では、太平洋の沿岸部によ

り大きな震度が予測され最大予測震度は５強となった。表２－１は実際の緊

急地震速報に対して、森川他の手法を適用した結果である。岩手県沿岸北部

の地震では、森川他の手法では第 2 報の段階で警報が発表できている。時間

は 16 秒早くなった。 

後者についても同様で、観測最大震度６の観測に対して、現行手法が 6弱、

森川他の手法が６強の予測となった。この結果も単に震度の精度を向上させ

るだけでなく、警報の発表時間をより早くする効果を期待できる。 

 

 

 

 

震源要素 予測震度 
情報 

経過時間

（秒） 北緯(度）東経(度) 深さ(km) Ｍ 現行 森川他 

第 1報 4.1  39.8 141.4 80km 5.8 3.6  4.1  

第 2 報 4.7  39.7 141.7 110km 6.3 4.1  4.7  

第 3 報 5.6  39.7 141.7 120km 6.2 4.0  4.6  

第 4 報 9.3  39.7 141.7 120km 6.5 4.3  4.9  

第 5 報 10.9  39.7 141.7 110km 6.5 4.4  4.9  

第 6 報 20.8  39.7 141.7 110km 6.9 4.8 5.3  

第 7 報 29.9  39.7 141.7 110km 6.9 4.8  5.3  

第 8 報 51.0  39.7 141.8 120km 6.9 4.8  5.4  

最終報 62.0  39.7 141.8 120km 6.9 4.8  5.4  

 

表２－１ 2008 年 7 月 26 日の岩手県沿岸北部の地震（M7.0、深さ 108km）に
おける、現行方式と森川他による方式の適用結果比較 

     （赤く塗りつぶしたところで警報発表基準を超える） 

*森川信之、神野達夫、成田章、藤原広行、福島美光：東北日本の異常震域に対応するための最大振幅および応答ス

ペクトルの新たな距離減衰式補正係数、日本地震工学会論文集 第 6 巻第 1 号、2006 年、pp.23-41 
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図２－１ 森川他（2006）による震度予測結果と現行の震度予測手法による結果 
（上：岩手県沿岸北部の地震(108km)  下：釧路沖の地震(100km) ） 

最大震度 6.0 最大震度 5.6

最大震度 5.3 最大震度 4.8

森川他（2006）による予測

2008 年 7 月 26 日 岩手県沿岸北部 

現行手法による予測 

1993 年 1 月 15 日  平成 5年（1993 年）釧路沖地震 
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３． 観測点の増強による精度向上と迅速化 

 

3.1 島しょ部における震源・M推定精度の向上のための観測点増強計画 

島しょ部は、その地理的制約から面的に十分な観測点配置を取ることが難

しいだけでなく、広域に見ても、観測点が島弧に沿って直線的に並ぶことが

多い。このため、島しょ部での地震は人が処理してもその正確な位置を決め

ることが難しい。また、南西諸島は Hi-net 観測点がないため、気象庁の観測

点のみで震源計算を行っているのが現状である。 
2008 年 4 月 28 日の宮古島近海の地震においては、宮古島近傍で発生したに

もかかわらず、発表された予報（あるいは警報）における震央位置を約 50km

も沖合に推定した。このため、結果的に震源誤差に起因する M の過大評価で

警報は空振りとなった。島しょ部で発生した地震について、このような事例

を減らし、震源の精度を向上させるためには観測点の増強が必要である。ま

た、島に近いところで発生した地震の震源をより早く、かつ、より精度良く

求めるため、同一島内、あるいは、近隣の島々に観測点を追加することが重

要である。 

島しょ部における観測点の増強については、今年度、奄美大島と八丈島の 2

点を新設する。さらに、南西諸島の 8 点と新島、島しょ部ではないが火山付

近の地震が多い地域でやや観測点が手薄な大分県別府の計10地点にも新設す

る予定である。南西諸島の観測点増強計画を図３－１に示す。観測点の増強

によって、観測点間の距離が小さくなるため、複数観測点による情報のタイ

ミングが早くなることが期待できる。これは大規模な地震が発生した場合に

警報の発表が早まることを示す。上記の増強を行ったときに警報を含む複数

観測点の情報がどの程度早くなるかを図３－２に示す。 

 

 3.2 具体例に対する効果 

観測点が増強されたとして、2008 年４月 28 日の宮古島近海の地震の例に当

てはめて効果を見てみた。増強する予定の池間島には池間島臨時観測点のデ

ータがあるので、その波形データを利用して試算した。その結果は、Mの過大

評価につながった震源のずれがなくなり、そして、震源精度が向上した結果、

警報の発表が約５秒早くなる試算結果を得た（表３－１）（結果的には、この

地震の最大震度は４である）。また、M を適正に評価できた結果、警報発表地

域を地震の規模に対して適切に処理できた（図３－３）。 

なお、2008 年 7 月 8 日の沖縄本島近海の地震（M6.1）についても、沖永良

部島の震度計の位置に多機能型を配置したとして同様の試算を行い、警報発

表までの時間が約９秒短縮される結果を得た。 



 28

 

図３－１ 南西諸島における観測点増強計画 

屋久島付近 

宝島付近

沖永良部島

沖縄本島
宜野座村 

池間島

下地島石垣島北部 

与那国島 

図３－２ 南西諸島における観測
点増強により２点処理が
早まる時間 

 
 （色のついているところ
で地震が発生したと仮定
したときに、２点処理が
現行より何秒程度早くな
るかを示した） 
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   表３－１ 2008 年４月 28 日 宮古島近海（M5.2）の情報について（観測
点強化による効果）

地震検知から
の経過秒

実際の発表実績 池間島に観測点を増強した場合

地震処理開始メッセージ送信

1点震源計算処理起動 2点処理起動

約3秒 1点震源計算（震源決定できず）

2点震源計算処理起動 3点処理起動

2点震源計算（震源決定できず）
3点震源計算終了

北緯24.8度、東経125.1度
一元化震源とほぼ同じ場所

3点震源計算処理起動 4点処理起動

3点震源計算終了
北緯25.3度、東経125.0度
一元化震源とのずれ大

（0.5度、0.1度）

4点震源計算終了
北緯24.8度、東経125.1度
一元化震源とほぼ同じ場所

緊急地震速報(第1報)発信

約6秒 緊急地震速報(第2報)発信
警報発表(M5.8、予測震度5弱)

震源位置良好、Mもほぼ適正

約11秒
警報発表(M6.9、予測震度5弱)
震源のずれによりMを過大評価

4点震源計算処理起動 5点処理起動

4点震源計算終了 5点震源計算終了

約2秒

約4秒

約5秒

約14秒

図３－３ 2008 年４月 28 日の宮古島近海の地震における実際の緊急地震速報（警報）の
警報対象地域（塗りつぶし領域）と主要動到達までの猶予時間（左）と、観測点の
増強によって試算される警報対象地域と主要動到達までの猶予時間（右） 
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４． 誤報対策 

 

4.1 変位振幅の品質管理 

気象庁観測点の現地観測点処理においては、トリガ検知に伴う波形状態の

品質管理が重点的に行われているが、M計算に利用する変位振幅に関する品質

管理は行っていない。このため、2007 年１月 13 日の千島東方沖の地震（M8.2）
が発生の 1 時間後に発生した茨城県北部の地震（M3.2）の際、千島東方沖の

地震後に継続していた長周期の波の振幅を茨城県北部の地震の振幅と誤認し、

過大評価して誤報となったケースがあった(図４－１)。このような振幅を回避

するために、毎分のノイズレベル振幅を求めておき、地震発生時の振幅との

比較を行うことで振幅の品質管理を行う処理を導入する。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 4.2 具体例に対する効果 

大規模な地震の後、長い時間にわたって続く長周期の波による影響があっ

た下記の３例について変位振幅の品質管理の効果を検討した。 

 

（１）2004 年 9 月 7 日 08 時 48 分 観測点：横須賀 

  2004 年 9 月 5 日の紀伊半島南東沖・東海道沖の地震の規模の大きな余

震(M6.5)が 19 分前に発生し、その影響を受ける 

（２）2007 年 1 月 13 日 13 時 44 分 観測点：銚子天王台 

千島列島東方沖で M8.2 の地震が 1時間前に発生し、その影響を受ける 

（３）2007 年 3 月 25 日 09 時 52 分 観測点：上越中之俣 

  能登半島地震が 11 分前に発生し、その影響を受ける 

 

図４－１ 1 時間前に発生した千島東方沖の地震(M8.2)による周期の長い振幅を茨
城県北部(M3.2)の地震による振幅と誤認したケース（銚子天王台観測点の
波形） 
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結果は、上記３観測点における変位波形のトリガレベル倍率は設定値（約 3

倍）より小さく、変位波形のノイズレベルを考慮した振幅判定は有効と考え

られる。（２）の例を図４－２に示す。 

 

（変位振幅／変位ノイズ
レベル振幅）がこの倍率を
超えたときに振幅を採用 

ト
リ
ガ
レ
ベ
ル
倍
率
お
よ
び 

変
位
振
幅
の
ノ
イ
ズ
レ
ベ
ル
に
対
す
る
倍
率

図４－２ 千島列島東方沖の地震の影響を受けている銚子天王台観測点の処

理結果例 

現在は変位振幅値が
そのまま使用される 
 → M の過大評価 

改修後は、変位振幅（青色）
と変位ノイズレベル（ピン
ク色）との比をとる 

変
位
振
幅
（
μ
ｍ
）

変位振幅／変位ノイズレベル振幅

改修後は、変位振幅（青色）
と変位ノイズレベル（ピン
ク色）との比をとる 
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５． 気象庁・（独）防災科学技術研究所（NIED）の緊急地震速報処理手法の統合 

 

現在の気象庁の処理システムでは、B-Δ法、テリトリー法、グリッドサーチ法につ

いては気象庁の観測点データにのみ適用され、また NIED が開発した着未着法は Hi-net

の観測点のデータにのみ適用されるが、震源・マグニチュードとしては、両者の処理

結果のより精度の高い方を採用している。更新整備中の次世代の地震活動等総合監視

システム（EPOS）においては、気象庁と NIED のデータ及び処理手法が有機的に統合さ

れる予定であり（図５－１）、以下のような効果が期待できる。 

① Hi-net観測点のうち３００箇所程度についてB-Δ法を適用することが可能と

なり、より早いタイミングで震源を推定できる。 

② テリトリー法、グリッド･サーチ法にも Hi-net 観測点を利用できるようにな

り、観測点分布の稠密化により震源精度が向上する。 

③ NIED の着未着法に気象庁の観測点のデータが取り込まれ、南西諸島における

着未着法の適用が可能になるなど、震源推定の迅速化が見込める。 

 

 

Hi-net の観測網は気象庁観測点より観測点密度が高いため、従来であれば 1 点処理

となる時点において、Hi-net によって複数点検知となる可能性がある。図５－２は、

現行システムに Hi-net 観測点を取り込んだときに期待される効果で、全体的に数秒程

度の迅速化が見込まれる。 

+ Hi-net 観測点

海底地震計 

+ 気象庁観測点 

図５－１ 
気象庁・（独）防災科学

技術研究所（NEID）の緊急
地震速報処理手法の統合
の概要 
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図５－２ Hi-net 観測点に単独観測点処理機能を追加したときに２点処理が
早まる時間 （色のついているところで地震が発生したと仮定したと
きに、２点処理が現行より何秒程度早くなるかを示した） 
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６．海底地震計データの活用 

 

平成 20 年 10 月から運用を開始した、

新しいケーブル式海底地震計（東南海

OBS）について、気象研究所の協力を得な

がら検討を進めている。現在データを収

集し、B－Δ法の適用、堆積層補正などに

ついて検討を行っている。当該海域では

緊急地震速報を適用するような地震が発

生していないためやや調査が困難な状況

があるが、既存の OBS データによる過去

の調査では、現在の B-Δ法の適用パラメ

ータとほぼ同じ設定での運用も可能であ

るとの結果が出ている（図６－１）こと

から、当面は現状のパラメータで次期

EPOS に組み込みヒートランを行う予定で

ある。 

海底地震計を導入することによって、東海地震、東南海地震の震源域付近における、

複数観測点での地震検知にかかる時間が短縮されることが期待できる。想定される短

縮時間を図６－２に示す。 

図６－２  
新しいケーブル式海底

地震計の導入によって２
点以上の観測点での地震
検知が短縮される時間  
（青枠は、右上から東海

地震、東南海地震、南海地
震の想定震源域、また、短
縮時間のコンターは 5 秒
ごと） 

10 100 1000 10000
0

0. 01

0. 1

1

10

100

1000

図６－１ 既存の海底地震計データに B-
Δ法をあてはめた結果 

    （青：三陸沖 OBS、赤：釧路沖
OBS、緑：室戸沖 OBS 



 35

７．雷等のノイズ対策 

 

緊急地震速報の予報は 1 点の処理結果から発表することとしており、雷によるサー

ジや人工的なノイズにより誤報を出す場合がある（平成 20 年 9 月 7 日の例）。 

雷検知器の活用については、足利観測点での試行を経て、今年度新設する八丈島と

奄美大島の多機能型地震計に搭載する。これに加え、センサーにつながない信号線で

サージ電流を検知することによって非地震による電気的ノイズを識別する方法につい

て、今年度 10 点程度試験的に導入して有効性について調査する予定である。 
上記に示したサージなどに対する対策を講じても、ごく近傍における落雷による振

動など地震動によらない振動により誤報を発する可能性もある。このため、単独観測

点での発表を抑制した場合に緊急地震速報の発表の迅速性への影響の程度や迅速性を

損なわないための方策についてについて調査を進める予定である。 

 

 

８．東海・東南海・南海地震等海溝型巨大地震の震度予測 

 

震度予測にあたっては、現在、マグニチュードから相似則により予測される断層長

を算出して、その 1/2 を半径とした球を設定し、その球面からの距離を震源からの最

短距離としている。この距離よりも近い観測点は、一律に 3km としている。しかし、

この方法は、震源域が 100km オーダーとなる M8 級の巨大地震に対しては適当でない。

図９に南海地震の例をあげる。南海地震の想定震源域は高知県付近まで及ぶと想定さ

れているが、現在の手法では、それを適切に表現することはできないことがわかる。

よって、このような大きな震源域を持つ巨大地震の場合の震度予測精度の向上に取り

南海地震南海地震

想定M:8.6 (L/2=140km)

図８ 東南海・南海地震の想定震度分布（左：中央防災会議東南海・南海地震等専

門調査会）と緊急地震速報における震度予測（右） 



 36

組んだ研究成果の利用について検討を続ける。 

なお、防災上の観点からは、東海地震、東南海地震、南海地震のフィリピン海プレ

ートで発生する巨大地震については、それらの発生が予想される海域においてある規

模以上の地震発生が検知・予測された場合、これらの地震が発生したとみなして、想

定される震源域に対して予想される震度を用いた情報を出すことも検討していきたい。 

 

 

９． 首都圏における大規模地震への対応 

 

 南関東における M7 級の、いわゆる首都直下の地震は、地震調査研究推進本部の長期

評価によれば、今後 30 年以内に 70％程度の確率で発生が予想されている。中央防災会

議によれば、東京湾北部を震源としたＭ7.3 の地震が発生した場合、11,000 人の死者

が想定されており、人口過密地域での被害を最小限にするための方策が必要である。 

一般に直下で発生する地震に対しては緊急地震速報は間に合わない。しかしながら、

首都圏はＳ波の伝播速度の遅い沖積層に厚く覆われているため、主要動が地表に到達

するまでの時間は他の場所よりも長くなるため、地下深部でＰ波を捉えて緊急地震速

報を発表すれば何秒かの猶予時間が確保できそうである。深井戸など地下深部に設置

した地震計を活用した場合の効果について検証する必要がある。 

また、厚い沖積層は長周期地震動を増幅させることが知られており、直下の地震の

みならず、海溝型地震による長周期地震動への対処のための情報発表についても検討

する必要がある。 




